
佐倉市入札約款 

 

（総則） 

第１条 市長等（市長又は上下水道事業管理者をいう。以下同じ。）の発注に係

る工事又は製造その他の請負契約及び物件の買入れその他の契約（財産の売

払い及び物品の貸付けを除く。）に係る競争入札における入札その他の取扱い

については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）及び佐倉市財務規則（平成元年規則第６号）その他の

法令に定めるもののほか、この約款の定めるところによるものとする。 

（定義） 

第２条 この約款において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１）電子入札 入札書の提出を電子的な方法により行う入札をいう。 

（２）郵便入札 入札書の提出を配達記録が残る書留郵便等により行う入札を

いう。 

（３）電子入札システム 千葉県電子自治体共同運営協議会が運営する「ちば電

子調達システム」内の「電子入札システム」をいう。 

（４）入札情報サービス 「ちば電子調達システム」内の「入札情報サービス」

をいう。 

（５）紙入札 機器の不良又は電子証明書の切替手続き等の理由により電子入

札に参加できない事業者が、市長等の許可を得て、紙の申請書類又は入札書

により入札に参加することをいう。 

（入札） 

第３条 入札は、原則として電子入札により行う。ただし、電子入札で行うこと

が困難な場合にあっては、郵便入札により行うことができる。 

（資格要件等） 

第４条 入札に参加を希望する者は、次の各号に掲げる資格要件をすべて満た

すものでなければならない。 

（１）参加を希望する入札の公告に定める入札参加資格要件を満たす者 

（２）参加を希望する入札の公告日から開札日までの間において、次の要件のい

ずれにも該当しない者 

ア 佐倉市建設工事請負業者等指名停止措置要領（平成４年５月１日制定）に

基づく指名停止、又は佐倉市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１１年１

１月２５日制定）に基づく指名除外を受けている者 

イ 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該

当する者 

ウ 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過していない者、

又はこの事業の開札日の前６か月以内に不渡手形若しくは不渡小切手を出



した者 

エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に

基づく裁判所からの再生手続開始決定がされていない者 

オ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に

基づく裁判所からの再生手続開始決定がされていない者 

カ 警察当局から、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）が

実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、公共工事（公共工

事の入札及び契約の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１２７

号）第２条第２項に規定する公共工事をいう。）その他の契約からの排除要

請があり、当該状態が継続している者 

（３）事業所確認調査実施要領（平成１８年９月１日制定）第８条第２項の規定

に該当していない者 

２ 前項に規定する場合のほか、同一人が代表者となっている法人等は、重複し

て入札への参加申請（以下「入札参加申請」という。）をすることはできない。 

３ 第 1 項に規定する場合のほか、契事業協同組合等が入札参加申請をする場

合は、その組合等の構成員となっている者は、単独で入札参加申請をすること

ができない。 

（入札参加申請） 

第５条 入札参加申請は、佐倉市一般（指名）競争入札参加業者資格審査の申請

（以下「資格申請」という。）をした代表者が行うものとする。ただし、資格

申請において年間代理人の指定をしている場合は、当該年間代理人が入札参加

申請を行うものとする。 

２ 入札の公告、入札参加申請に係る様式及び設計図書等（事業説明書、仕様書

及び図面等をいう。以下同じ。）は入札情報サービスに掲示する。一堂に会し

ての申請書の作成説明会及び事業説明会は、これを行わない。 

３ 電子入札による入札参加申請は、電子入札システムにより行う。ただし、市

長等の許可を得て紙入札により参加する場合はこの限りではない。 

４ 郵便入札による入札参加申請は、入札情報サービスに掲示した、参加を希望

する入札に係る誓約書及び実績等届出書に必要事項を記載し、使用印（資格

申請時に使用印鑑届兼委任状により届け出た印鑑をいう。以下同じ。）を押印

したもの及び当該入札の公告で指定した添付書類を、ファクシミリ又は持参

により佐倉市の契約担当課へ提出することで行う。 

５ 前項の場合において、ファクシミリでの入札参加申請書類の提出を確認し

たときは、契約担当課の職員は、提出された誓約書及び実績等届出書に記載

された参加申請書記載責任者に着信確認の電話をする。なお、ファクシミリ

の送信後、翌日（送信の翌日が、土、日、祝日の場合は翌営業日、申請の期

限日に送信した場合は当日中）までに契約担当課から着信確認の電話がない



場合には、参加申請者から契約担当課へ着信確認の電話をするものとする。 

６ 紙入札による入札参加申請は、前２項に準じて行う。この場合において、入

札参加申請と併せて、紙入札方式参加届出書を佐倉市ホームページから取得

し、必要事項を記入し、使用印を押印して提出しなければならない。 

７ 入札参加申請の結果の通知は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）電子入札にあっては、電子入札システムにより通知するものとする。 

（２）郵便入札及び紙入札にあっては、電話で連絡するものとする。ただし、入

札参加資格なしと決定された者については、併せて書面にて通知するもの

とする。 

８ 前項の通知において、入札参加資格がないと決定された者は、通知を送信又

は連絡された日の翌日から起算して３日以内（３日目が佐倉市の休日に関す

る条例（平成元年佐倉市条例第１３号）に定める市の休日（以下「市の休日」

という。）の場合はその直後の市の休日でない日まで）に、文書により市長等

に対して説明を求めることができるものとする。 

（設計図書等に関する疑義） 

第６条 入札参加申請を希望する者は、設計図書等を熟覧の上、入札参加申請を

するものとする。この場合において、設計図書等について疑義があるときは、

参加を希望する入札の公告に定める期間内に関係職員の説明を求めることが

できる。 

（入札の取止め等） 

第７条 入札参加者（入札参加申請をし、市長等から入札に参加する資格がある

者とされた者をいう。以下同じ。）が連合し、又は不穏の行動をなす等により

入札を公正に執行することができないと認められるときは、市長等は、当該入

札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは取り止める

ことができる。 

２ 電子入札において、電子入札システムの障害等により、入札の執行ができな

いことが判明した場合は、市長等は、入札の執行を延期し、又は紙入札への移

行等運用を変更し、若しくは入札の執行を取り止めることができる。 

３ 郵便入札において、入札の公告後、天災等予測できない事情により、郵便が

停滞し、入札の競争性、公平性を保つことが困難であると認められるときは、

当該入札の執行を延期し、又は取り止めることができる。 

（入札金額内訳書等） 

第８条 市長等は、入札に係る事業の熟知の状況等積算能力の向上或いは談合

その他不正行為の防止に資するため、入札参加者から入札金額内訳書の提出

を求めることができる。 

２ 市長等は、単価又は複数単価により契約する事業に係る入札にあっては、入

札参加者から、希望する契約単価を記した入札金額付表の提出を求めるもの

とする。 



３ 市長等は、前２項により、入札参加者に入札金額内訳書又は入札金額付表

（以下「入札金額内訳書等」という。）の提出を求める場合は、あらかじめ公

告に明記し、その内容及び方法等を周知するものとする。 

（入札書の提出方法） 

第９条 電子入札における入札書の提出方法は、次の各号に掲げるとおりとす

る。 

（１）参加する入札の公告に示す入札期間内に、入札金額を電子入札システムに

入力し送信することで行う。 

（２）前号の入札金額と併せ、入札金額内訳書等の電子ファイルを電子入札シス

テムの内訳書添付機能により添付し、送信するものとする。 

２ 郵便入札における入札書の提出方法は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）入札書の提出は、配達記録が残る書留郵便等を利用するものとする。持参

した入札書は受理しない。 

（２）郵送先は、参加する入札の公告で定める。 

（３）入札書は、郵便入札用の書式（入札書と誓約書が一体となったもの）を使

用し、宛名、入札金額、商号又は名称、代表者（資格申請において年間代理

人の指定をしている場合は、当該年間代理人）の職氏名、事業名称、事業場

所及び開札日を明記し、使用印を押印すること。 

（４）入札書の封筒には、入札書及び入札金額内訳書等を入れ、封緘し、表面に

郵送先及び入札書在中の旨を、裏面に事業名称、事業場所並びに開札日時及

び入札参加者の所在地又は住所並びに商号又は名称を明記すること。 

（５）入札書は入札参加者１者につき１通とし、また、一つの封筒に二つ以上の

入札書を同封してはならない。 

（６）郵便物に関する事項は、郵便に関する法令等によるものとする。 

３ 電子入札に紙入札で参加する場合の入札書の提出方法は、前項の方法に準

じる。ただし、前項第１号後段の規定にかかわらず、入札書の持参を認める。 

４ 入札参加者は、入札書を提出した後は、開札前後を問わず、入札書の書換え、

引換え又は撤回をすることができない。 

（入札保証金） 

第１０条 入札参加者は、その入札参加者が自ら入札書に表示した金額に消費

税及び地方消費税を加算した額の１００分の５に相応する額を入札保証金と

して、入札前に市に納付しなければならない。ただし、市長等は、入札保証金

の一部又は全部を納めさせないことができるものとする。この場合において、

公告文中に一部免除又は免除と表示する。 

２ 前項ただし書き以下の規定により入札保証金を免除されたものが正当な理

由なく契約を締結しないときは、落札金額（単価契約にあっては、予定数量に

基づく総額）の１００分の５に相応する額の違約金を納付しなければならな

い。 



３ 第１項に規定する入札保証金の納付は、次の各号に掲げる有価証券をもっ

て代えることができる。この場合において、担保として提出された証券の価格

は、当該各号に定めるとおりとし、当該担保が記名証券であるときは、売却承

諾書及び委任状を添えたものでなければならない。 

（１）国債又は地方債 政府ニ納ムヘキ保証金其ノ他ノ担保ニ充用スル国債ノ

価格ニ関スル件（明治４１年勅令第２８７号）の例による金額 

（２）特別の法律による法人の発行する債権 額面又は登録金額（発行価格が額

面又は登録金額と異なるときは、発行価格）の１０分の８に相当する金額 

（３）金融機関の引受け、保証又は裏書のある手形 手形金額又は保証する金額

（当該手形の満期の日が当該入札保証金を納付すべき日の翌日以降の日で

あるときは、当該入札保証金を納付すべき日の翌日から満期の日までの期

間に応じて当該手形金額を一般市場における手形の割引率により割り引い

た金額又は当該割り引いた金額のうち保証する金額に応ずる額） 

（４）金融機関の保証する小切手 保証する金額 

（５）金融機関がする保証 保証する金額 

（入札保証金の還付等） 

第１１条 入札保証金は、開札終了後、直ちに入札者に還付する手続きを行うも

のとする。ただし、落札者に対しては、契約を締結した後これを還付し、又は

契約保証金の納付に振り替えることができる。 

（入札辞退） 

第１２条 入札参加者は、開札開始日時までは、入札を辞退することができる。 

２ 電子入札にあっては、入札参加者は、入札を辞退するときは、電子入札シス

テムで辞退届を作成し、提出するものとする。なお、電子入札システムによ

る提出が困難な場合は、次項を準用するものとする。 

３ 郵便入札にあっては、入札参加者は、入札を辞退するときは、その旨を次の

各号に掲げるところにより提出するものとする。 

（１）辞退届を契約担当課に持参する場合にあっては、開札開始日時までに提出

するものとする。 

（２）辞退届を郵送で提出する場合にあっては、入札書受付締切日までに契約担

当課に到達するよう提出するものとする。なお、入札参加者は、契約担当課

に辞退届を提出した旨を併せて電話にて連絡するものとする。 

４ 入札を辞退した者は、これを理由として、以後、不利益な取扱いを受ける

ことはない。 

（未入札） 

第１３条 入札参加者が、公告に示された日時までに入札書又は辞退届の提出

を行わなかった場合は、未入札として取り扱うものとする。 

２ 未入札となった者は、これを理由として、以後、不利益な取扱いを受ける

ことはない。 



（開札立会人の選定） 

第１４条 電子入札にあっては、開札立会人を置かないものとする。ただし、紙

入札による参加を認めている場合、入札者の中から開札立会人を抽選により

選定する。 

２ 郵便入札にあっては、入札者の中から開札立会人を抽選により選定する。 

３ 第１項ただし書又は前項により開札立会人を選定したときは、開札の前日

までに選定された入札参加者に電話又は電子メールにより通知する。この場

合において、通知を受けた入札参加者が、その立合いを辞退する場合は、当該

入札に関係の無い職員をもって開札立会人に充てる。ただし、傍聴人の中に入

札参加者がいる場合には、その中から開札立会人を選定することを妨げない。 

（開札） 

第１５条 開札は、契約担当課の課長又は契約担当課の課長に命ぜられた者（以

下「入札執行者」という。）が行う。 

２ 開札は、公開で行うことを原則とする。開札を非公開とする場合は、あらか

じめ公告に非公開である旨を明記しなければならない。 

３ 入札金額内訳書等の確認は、開札時に最低価格で入札した入札参加者につ

いてのみ行うものとする。ただし、入札執行者が必要と認める場合はこの限り

ではない。 

４ 郵便入札及び紙入札において、封筒の開封前に次条に示す無効となる入札

に該当する入札であることが明らかな場合は、入札書の開封をしない。 

５ 開札立会人を置く入札の場合、開札立会人は、開札後に開札が正しく行われ

たことの証として、確認書に署名をしなければならない。 

（無効となる入札） 

第１６条 次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

（１）入札参加者以外の者のした入札 

（２）代理人（資格申請において年間代理人の指定をしている場合における年

間代理人を除く。）のした入札 

（３）明らかに連合であると認められる入札 

（４）入札に際して不正を行った者のした入札 

（５）入札金額内訳書等の提出のない入札（入札に係る公告で提出が定められ

た場合に限る。）又は入札金額内訳書等に重大かつ明白な不備がある入札 

（６）入札の金額と入札金額内訳書等の合計金額が大幅に異なる入札 

（７）最低制限価格の設定がある事業にあっては、最低制限価格に１１０分の

１００を乗じて得た額を下回る入札 

（８）低入札調査基準価格の設定があり、かつ、失格基準価格の設定がある事

業にあっては、失格基準価格に１１０分の１００を乗じて得た額を下回る

入札 

（９）予定価格に１１０分の１００を乗じて得た額を超える入札。ただし、消費



税及び地方消費税の額を含まない予定価格による入札の場合にあっては、

予定価格を超える入札 

（１０）入札書の金額が０円の入札 

（１１）所定の入札保証金を納付しない者のした入札（免除の場合を除く。） 

（１２）その他入札条件に違反した入札 

２ 電子入札にあっては、前項各号のほか、次の各号のいずれかに該当する入札

は無効とする。 

（１）必要事項を欠く入札 

（２）電子認証書を不正に使用した入札 

３ 紙入札にあっては、第１項各号のほか、次の各号のいずれかに該当する入札

は無効とする。 

（１）記名押印を欠く入札 

（２）金額を訂正した入札 

（３）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭な入札 

（４）第９条第２項第２号に定める場所以外の場所に提出した入札 

（５）入札者１者につき複数提出した入札及び一つの封筒に二つ以上の入札書

を同封した入札 

４ 郵便入札にあっては、第１項各号のほか、次の各号のいずれかに該当する入

札は無効とする。 

（１）記名押印を欠く入札 

（２）金額を訂正した入札 

（３）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭な入札 

（４）第９条第２項第１号に定める方法以外の方法でした入札 

（５）第９条第２項第２号に定める場所以外の場所に郵送した入札 

（６）入札者１者につき複数郵送した入札及び一つの封筒に二つ以上の入札書

を同封した入札 

（落札者の決定） 

第１７条 予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。

ただし、低入札調査基準価格の設定がある入札で、低入札調査基準価格を下回

る入札があったときは、最低の価格をもって入札した者等を調査の上、落札者

を決定する。この場合において、最低の価格をもって入札した者が落札者とな

らない場合がある。また、最低制限価格の設定がある入札においては、予定価

格と最低制限価格の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、総合評価方式による入札の場合は、最高の評価値

をもって入札した者を落札者とする。ただし、低入札調査基準価格の設定があ

る入札で、最高の評価値をもって入札した者の入札金額が低入札調査基準価

格を下回ったときは、調査の上、落札者を決定する。この場合において、最高



の評価値をもって入札した者が落札者とならない場合がある。 

（落札となるべき入札をした者が２人以上ある場合の落札者の決定） 

第１８条 前条第１項の場合において落札となるべき価格で入札をした者が２

人以上あるときは、次の各号のとおり落札者を決定する。 

（１）電子入札にあっては、速やかに電子入札システムによる電子くじを実施し

て、落札者を決定する。 

（２）郵便入札にあっては、開札後、入札執行者が指定する日時場所において、

落札となるべき価格で入札をした者にくじを引かせて落札者を決定する。

ただし、落札となるべき価格で入札をした者でくじを引かない者があると

きは、これに代わって入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものと

する。 

２ 前条第２項の場合において落札となるべき評価値で入札をした者が２人以

上あるときは、次の各号のとおり落札者を決定する。 

（１）落札となるべき評価点の入札をした者のうち、技術評価点（価格以外の条

件に係る評価値をいう。）で減点のないものを落札者とする。 

（２）前号の規定に該当する者が２人以上ある場合又は１人もいない場合は、入

札金額の最も低いものを落札者とする。 

（３）前号の規定に該当する者が２人以上ある場合は、くじにより落札者を決定

する。くじの方法は、前項の例による。 

（入札の不調） 

第１９条 開札の結果、予定価格の範囲内で有効な入札がない場合は、入札を不

調とするものとする。 

（契約の締結） 

第２０条 落札者は、落札決定後速やかに契約（議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第９号）の規定により議決

を要する契約に係る仮契約を含む。以下同じ。）を締結しなければならない。 

２ 落札者が速やかに契約を締結しないときは、落札は効力を失う。 

３ 落札者が契約の締結を辞退又は契約を締結しないときは、指名停止等の措

置を講ずるものとする。 

（契約保証金） 

第２１条 落札者は、契約の締結に際し、契約金額（消費税及び地方消費税を含       

む。）の１００分の１０以上の契約保証金を納付しなければならない。第１０

条第３項の規定は、契約保証金について準用する。この場合において、同項第

５号の「金融機関がする保証」とあるのは、「金融機関がする保証又は公共工

事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４

項に規定する保証会社がする保証」と読み替えるものとする。 

２ 落札者は、前項の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報処理組織を   

使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって、当該履行保



証保険契約の相手方が定め、市が認めた措置を講ずることができる。この場

合において、落札者は、当該保険証券を寄託したものとみなす。 

３ 第１項の規定にかかわらず、契約保証金の一部又は全部を納付させないこ

とができる。この場合において、契約書における契約保証金の欄には、免除と

表示する。 

（契約保証金の種類） 

第２２条 前条に規定する契約保証金に係る種類は、事業の種類及び設計金額

（消費税及び地方消費税を含む。以下同じ。）に応じ次の各号のとおりとする。 

（１）建設工事又は製造の請負契約においては、設計金額が１，０００万円以上、

その他の契約においては、設計金額が５００万円以上とし、その付保割合等

は前条第１項の規定により、契約金額の１００分の１０以上とする。ただし、

建設工事又は製造の請負契約において設計金額が１億５，０００万円以上

のときは、落札者から委託を受けた保険会社又は銀行と工事履行保証契約

によるものとし、付保割合は、契約金額の１００分の３０以上とするととも

に２年間の契約不適合に係る担保特約付きとする。 

（２）前号に規定する場合のうち、金融機関の保証、契約保証、履行保証保険又

は公共工事履行保証証券のときは、債権者（名宛人）或いは被保険者の表示

を佐倉市長（上下水道事業管理者の発注による場合は佐倉市上下水道事業

管理者）とする。 

（３）低入札価格調査の対象となる事業において、低入札調査基準価格を下回る

価格をもって申込みをした者については、第１号の規定によらず、付保割合

について１００分の１０を１００分の３０に、１００分の３０を１００分

の４０とする。 

（契約保証金の還付） 

第２３条 第２１条に規定する契約保証金は、契約に基づく給付が完了し、当該

契約の履行を確認したとき又は契約を解除したときは、速やかに還付する手

続きをしなければならない。 

（異議の申立） 

第２４条 入札をした者は、入札後、この約款又は設計図書等の不明を理由とし

て異議を申し立てることはできない。 

２ 入札参加者は、第７条の規定その他佐倉市の都合による入札の取止め等に

関し、異議を申し立てることはできない。 

（郵便入札に係る通知等の処理） 

第２５条 郵便入札にあっては、複数の入札に参加する者がある場合は、この約

款に規定する通知又は質問若しくは回答（以下「通知等」という。）について、

同時に複数の通知等ができるものとする。 

（補則） 

第２６条 電子入札にあっては、この約款に定めるもののほか、電子入札システ



ムの取り扱いについては、佐倉市電子入札システム運用基準（平成１８年４月

１日制定）によるものとする。この約款及び佐倉市電子入札システム運用基準

に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、その都度定めるものとする。 

２ 郵便入札にあっては、この約款に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、

その都度定めるものとする。 

附 則（令和５年３月２７日決裁 佐契第１１４５号） 

（施行期日） 

１ この約款は、令和５年４月１日から施行する。 

（旧約款の廃止） 

２ この約款の施行に伴い、佐倉市電子入札約款（平成１７年１０月２０日施行）

及び佐倉市郵便入札約款（平成１８年７月１日施行）は、廃止する。 

附 則（令和７年３月３１日決裁 佐契第１２５４号） 

 この約款は、令和７年４月１日から施行する。 

 


